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告 示■

◎群馬県告示第４９号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により、農林水産大臣から次のとおり保安林に指定する予

定である旨の通知があった。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１(1) 保安林予定森林の所在場所 桐生市菱町五丁目字朝日沢９２６、９２７の４、９２７の５

(2) 指定の目的 水源の涵養
かん

(3) 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２(1) 保安林予定森林の所在場所 桐生市黒保根町水沼字水頭丁３４０の７、みどり市東町荻原５６６の１、５６

９の１、５７０、５７１、５７３、吾妻郡東吾妻町大字本宿字薑２６７（次の図に示す部分に限る。）

(2) 指定の目的 土砂の流出の防備

(3) 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 次の森林については、主伐は、択伐による。

字水頭丁３４０の７、東町荻原５６６の１（次の図に示す部分に限る。）、５６９の１、５７０、５７

１

(ｲ) その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

(ｳ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｴ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課並びに関係市

役所及び東吾妻町役場に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第５０号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のとおり保安林の指定施業要件を変更する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 前橋市（次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 風害の防備
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(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 前橋市（次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 水害の防備

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

３(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 前橋市（次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 干害の防備

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

４(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 前橋市（次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 公衆の保健

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び前橋市役

所に備え置いて縦覧に供する。
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◎群馬県告示第５１号

一般証紙の証紙売りさばき人の指定の告示（平成３年群馬県告示第３５５号）の一部を次のように改正し、平成

２８年２月４日から適用する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

「上村太平 渋川市渋川２５９８―５（上村酒店）
を「上村太平 渋川市渋川２５９８―５（上村酒店）」

伊藤登云 渋川市渋川２６９３（いとう衣料品店）」

に改める。

◎群馬県告示第５２号

一般証紙の証紙売りさばき人の指定の告示（平成３年群馬県告示第３５５号）の一部を次のように改正し、平成

２８年２月９日から適用する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

「邑楽館林農業協同組合 館林市大手町９―３９（大手町支所）
を「邑楽館林農業協同組合 館林市大手町９

館林市酪農振興協議会 館林市城町１―１ 」

―３９（大手町支所）」に改める。

◎群馬県告示第５３号

一般証紙の証紙売りさばき人の指定の告示（平成３年群馬県告示第３５５号）の一部を次のように改正し、平成

２８年２月１６日から適用する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

「邑楽館林農業協同組合 邑楽郡
「邑楽館林農業協同組合 邑楽郡板倉町大字岩田１００３（板倉西支所）」を

有限会社ケヅカ書店 邑楽郡板

板倉町大字岩田１００３（板倉西支所）
に改める。

倉町泉野一丁目１―１（東洋大学板倉キャンパス内 売店ＩＺＵＭＩ）」

公 告■

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定について、

その森林の所有者及びその森林に関し登記した権利を有する者に通知をしたところ、次の者の所在が不分明なため、

同法第１８９条の規定により、通知の内容を安中市役所に掲示したので、その要旨を次のとおり公告する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 指定施業要件変更予定保安林の所在場所及び登記済みの権利者

指定施業要件変更予定保安林の所在場所 登記済みの権利者 備考
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安中市松井田町上増田字室ノ木３８３ 小板橋義和

安中市松井田町上増田字室ノ木４１０の１ 上原忠作

安中市松井田町上増田字室ノ木５７７の２ 上原光久

安中市松井田町上増田字金敷６８３の４ 黒羽正明

安中市松井田町上増田字金敷６８５の２ 上原誠

安中市松井田町上増田字釜久保６９０から６９２まで、６９９ 上原敏英

安中市松井田町小日向字小倉山１３５４の１、１３５４の２、１３５ 浦野谷造

５、１３９２の３

安中市松井田町下増田字兎沢１５５０、１６００、１６０４から１６ 平石章

０６まで

安中市松井田町下増田字兎沢１６２３の１、１６２７、１６２８ 原田つねよ

安中市松井田町下増田字兎沢１６４４ 武井辰五郎

安中市松井田町下増田字兎沢１６４８ 原田鶴三郎

安中市松井田町下増田字兎沢１６６２、１６６３ 原田重政

安中市松井田町下増田字矢ノ沢１９４３の２、字西堀１９５９の５ 小板橋榮一

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

「次のとおり」は、省略し、その関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び安中市役所に備え置いて縦覧に供

する。

保安林指定施業要件変更予定告示 平成２７年１２月４日群馬県告示第３６９号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により、保安林の指定施業要件を変更する予定について、

その森林の所有者及びその森林に関し登記した権利を有する者に通知をしたところ、次の者の所在が不分明なため、

同法第１８９条の規定により、通知の内容を昭和村役場に掲示したので、その要旨を次のとおり公告する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１(1) 指定施業要件変更予定保安林の所在場所及び登記済みの権利者
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指定施業要件変更予定保安林の所在場所 登記済みの権利者 備考

利根郡昭和村大字糸井字大貫原１７４１ 小野鶴三郎

利根郡昭和村大字森下字入山１８６６の１、１８６９の１ 諸田千草

利根郡昭和村大字森下字松之木平３１９３の１、３１９３の６ 堤健一 共有林

同 堤善七 同

利根郡昭和村大字森下字松之木平３２０６の１２ 青木剛

利根郡昭和村大字川額字権現堂２６７８の１、２６７８の２ 諸（諸）田とう 共有林

同 諸（諸）田磯吉 同

同 藤井幸七 同

同 藤井与平治 同

利根郡昭和村大字川額字日向平３１１８の２、３１２４の２ 諸（諸）田英次郎

利根郡昭和村大字川額字日向平３１２５ 白石シナ

利根郡昭和村大字川額字日向平３１４０の２から３１４０の４まで 狩野理京

利根郡昭和村大字川額字日向平３１４６ 諸田吉五郎

(2) 指定の目的 土砂の流出の防備

(3) 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐に係る伐採種は、定めない。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２(1) 指定施業要件変更予定保安林の所在場所及び登記済みの権利者

指定施業要件変更予定保安林の所在場所 登記済みの権利者 備考

利根郡昭和村大字川額字日向平３１１２の１、３１１２の２、３１１ 諸田吉五郎
２の４、字久保畑３５９２

(2) 指定の目的 土砂の崩壊の防備

(3) 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
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イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次のとおり」は、省略し、その関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び昭和村役場に備え置いて縦覧に供

する。

保安林指定施業要件変更予定告示 平成２７年１２月１５日群馬県告示第３８４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により次のとおり土地改良区役員の就任の届

出があったので、同条第１７項の規定により公告する。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

理 事
土地改良区名 監 事 区 分 役 員 氏 名 住 所

の 別

藤岡南部 監 事 新 任 山口繁美 藤岡市高山１６８９番地

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１３条の規定により、平成２８年二級建築士試験を次のとおり実施す

る。

なお、試験の実施に関する事務は、同法第１５条の６第１項の規定により、公益財団法人建築技術教育普及セン

ターに行わせる。

平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 試験の期日及び時間

(1) 学科の試験 平成２８年７月３日（日）

学科Ⅰ（建築計画）及び学科Ⅱ（建築法規） １０時～１３時（３時間）

学科Ⅲ（建築構造）及び学科Ⅳ（建築施工） １４時１０分～１７時１０分（３時間）

(2) 設計製図の試験 平成２８年９月１１日（日） １１時～１６時（５時間）

２ 試験の場所

(1) 学科の試験 高崎健康福祉大学 高崎市中大類町３７－１

(2) 設計製図の試験 高崎健康福祉大学 高崎市中大類町３７－１

３ 試験の受験申込手続

(1) 郵送による受験申込み 過去に二級建築士試験を受験したことがある者のうち、二級建築士試験の受験票若

しくは合否の通知書が申込書に貼付されている者又は離島等で直接申込みができない等やむを得ない事情があ

る者で、勤務先の証明書若しくは住民票が添付されているものに限り行うことができる。

ア 受験申込受付期間 平成２８年３月１４日（月）から同月２９日（火）まで（締切日の消印のあるものま

で有効）

イ 受験申込方法及び宛先
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(ｱ) 方法 必ず簡易書留で郵送すること。

(ｲ) 宛先 〒１０２－００９４ 東京都千代田区紀尾井町３－６紀尾井町パークビル 公益財団法人建築技

術教育普及センター本部

(2) インターネットによる受験申込み 平成１６年以降に二級建築士試験の申込みをした者のうち、試験の申込

みに必要な個人情報の使用について、あらかじめ承諾をしている者に限り行うことができる。

ア 受験申込受付期間及び時間

(ｱ) 期間 平成２８年３月２２日（火）から同月２９日（火）まで

(ｲ) 時間 受付開始日の午前１０時から受付終了日の午後４時まで

イ 受験申込方法 公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ（http://www.jaeic.or.jp/）に

おいて、必要な事項を入力し、申し込むこと。

(3) 受付場所における受験申込み 過去に二級建築士試験を受験したことがない者（過去に受験した二級建築士

試験の受験票又は合否の通知書を申込書に貼付できない者を含む。）は、必ず受付場所における受験申込みを

行うこと。また、受付場所における受験申込みについては、(1)又は(2)による受験申込みができなかった者も

行うことができる。

ア 受験申込受付期間及び時間

(ｱ) 期間 平成２８年４月７日（木）から同月１１日（月）まで

(ｲ) 時間 午前１０時から午後５時まで

イ 受験申込書の受付場所 群馬建設会館４階第５会議室 前橋市元総社町２－５－３

ウ 受験申込書の受付 イの受付場所に申込者本人が当該申込書を直接提出したものについて行う。

４ 学科の試験の免除の申請 学科の試験の免除の申請は、平成２６年又は平成２７年の学科の試験に合格した者

に限り行うことができる。免除の申請に当たっては、平成２６年若しくは平成２７年の二級建築士試験（他の都

道府県知事が行ったものを含む。）の学科の試験の合格通知書又は平成２６年若しくは平成２７年の設計製図の

試験の不合格の通知書で平成２８年の学科の試験が免除できる旨記載されたものを貼付することにより行う。

５ 受験票の交付等 受験票（受験番号、試験場等を明記したもの）については、原則として、平成２８年６月１

０日（金）頃、受験有資格者に発送する。

６ 合格者の発表及び合否の通知 平成２８年１２月１日（木）（予定）。合格者に合格の旨を、不合格者に不合

格の旨及び成績を通知する。なお、学科の試験については、同年８月２３日（火）（予定）。

７ 合否判定基準の公表 合格者の発表の際に、知事の決定した合否判定基準を公益財団法人建築技術教育普及セ

ンター支部及び都道府県建築士会の事務所に掲示する。

８ その他

(1) 設計製図の試験の課題は、平成２８年６月８日（水）頃から公益財団法人建築技術教育普及センター支部、

都道府県建築士会の事務所及び学科の試験場に掲示する。

(2) 受験に際し、身体に障害があるため特に何らかの措置を希望する者は、あらかじめ試験申込時にその旨を申

し出ること。

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１３条の規定により、平成２８年木造建築士試験を次のとおり実施す

る。

なお、試験の実施に関する事務は、同法第１５条の６第１項の規定により、公益財団法人建築技術教育普及セン

ターに行わせる。
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平成２８年３月１日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 試験の期日及び時間

(1) 学科の試験 平成２８年７月２４日（日）

学科Ⅰ（建築計画）及び学科Ⅱ（建築法規） １０時～１３時（３時間）

学科Ⅲ（建築構造）及び学科Ⅳ（建築施工） １４時１０分～１７時１０分（３時間）

(2) 設計製図の試験 平成２８年１０月９日（日） １１時～１６時（５時間）

２ 試験の場所

(1) 学科の試験 高崎健康福祉大学 高崎市中大類町３７－１

(2) 設計製図の試験 高崎健康福祉大学 高崎市中大類町３７－１

３ 試験の受験申込手続

(1) 郵送による受験申込み 過去に木造建築士試験を受験したことがある者のうち、木造建築士試験の受験票若

しくは合否の通知書が申込書に貼付されている者又は離島等で直接申込みができない等やむを得ない事情があ

る者で、勤務先の証明書若しくは住民票が添付されているものに限り行うことができる。

ア 受験申込受付期間 平成２８年３月１４日（月）から同月２９日（火）まで（締切日の消印のあるものま

で有効）

イ 受験申込方法及び宛先

(ｱ) 方法 必ず簡易書留で郵送すること。

(ｲ) 宛先 〒１０２－００９４ 東京都千代田区紀尾井町３－６紀尾井町パークビル 公益財団法人建築技

術教育普及センター本部

(2) インターネットによる受験申込み 平成１６年以降に木造建築士試験の申込みをした者のうち、試験の申込

みに必要な個人情報の使用について、あらかじめ承諾をしている者に限り行うことができる。

ア 受験申込受付期間及び時間

(ｱ) 期間 平成２８年３月２２日（火）から同月２９日（火）まで

(ｲ) 時間 受付開始日の午前１０時から受付終了日の午後４時まで

イ 受験申込方法 公益財団法人建築技術教育普及センターのホームページ（http://www.jaeic.or.jp/）に

おいて、必要な事項を入力し、申し込むこと。

(3) 受付場所における受験申込み 過去に木造建築士試験を受験したことがない者（過去に受験した木造建築士

試験の受験票又は合否の通知書を申込書に貼付できない者を含む。）は、必ず受付場所における受験申込みを

行うこと。また、受付場所における受験申込みについては、(1)又は(2)による受験申込みができなかった者も

行うことができる。

ア 受験申込受付期間及び時間

(ｱ) 期間 平成２８年４月７日（木）から同月１１日（月）まで

(ｲ) 時間 午前１０時から午後５時まで

イ 受験申込書の受付場所 群馬建設会館４階第５会議室 前橋市元総社町２－５－３

ウ 受験申込書の受付 イの受付場所に申込者本人が当該申込書を直接提出したものについて行う。

４ 学科の試験の免除の申請 学科の試験の免除の申請は、平成２６年又は平成２７年の学科の試験に合格した者

に限り行うことができる。免除の申請に当たっては、平成２６年若しくは平成２７年の木造建築士試験（他の都

道府県知事が行ったものを含む。）の学科の試験の合格通知書又は平成２６年若しくは平成２７年の設計製図の

試験の不合格の通知書で平成２８年の学科の試験が免除できる旨記載されたものを貼付することにより行う。
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５ 受験票の交付等 受験票（受験番号、試験場等を明記したもの）については、原則として、平成２８年６月１

０日（金）頃、受験有資格者に発送する。

６ 合格者の発表及び合否の通知 平成２８年１２月１日（木）（予定）。合格者に合格の旨を、不合格者に不合

格の旨及び成績を通知する。なお、学科の試験については、同年９月６日（火）（予定）。

７ 合否判定基準の公表 合格者の発表の際に、知事の決定した合否判定基準を公益財団法人建築技術教育普及セ

ンター支部及び都道府県建築士会の事務所に掲示する。

８ その他

(1) 設計製図の試験の課題は、平成２８年６月８日（水）頃から公益財団法人建築技術教育普及センター支部、

都道府県建築士会の事務所及び学科の試験場に掲示する。

(2) 受験に際し、身体に障害があるため特に何らかの措置を希望する者は、あらかじめ試験申込時にその旨を申

し出ること。

監査委員公告■

◎監査公表第２号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定により実施した定期監査の

結果を次のとおり公表する。

平成２８年３月１日

群馬県監査委員 横 田 秀 治

同 丸 山 幸 男

同 久保田 順一郎

同 狩 野 浩 志

１ 監査の対象及び主眼 県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行が、法令等の

趣旨にのっとって適正に行われているか、最少の経費で最大の効果が挙がるよう事務運営がなされているか並び

に組織及び運営の合理化に努めているかを主眼に監査を実施した。

２ 監査対象年度 平成２７年度

３ 監査対象機関 地域機関等８６機関

４ 監査結果の概要

(1) 指摘事項（適正を欠くと認められ、改善を要するもの） なし

(2) 注意事項（軽易な誤りがあり、改善を要するもの） ９件

(3) 検討事項（事務の効率化等の面から検討を要するもの） なし

５ 機関別監査結果

(1) 総務部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

前橋行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１８日）

伊勢崎行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１８日）
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高崎行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１日）

太田行政県税事務所 （注意事項）
(平成２８年２月１５日） 当該機関は、地方自治法第２３８条の４第７項に基づき、行政財産の使用

許可を行い、使用料及び光熱水費等経費を調定していた。
当該機関は、キャッシュコーナー使用許可に係る平成２７年１月分及び２

月分の電気料１０，６２９円及び、理容所使用許可に係る平成２６年１０月
から平成２７年２月までのガス料７，２８８円について、平成２６年度中に
調定し平成２６年度の歳入とすべきところ、平成２７年度の歳入としてい
た。

自動車税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月２日）

消防学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月２日）

(2) 生活文化スポーツ部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

ぐんま男女共同参画センタ 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
ー
(平成２７年１１月２６日）

館林美術館 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月２６日）

土屋文明記念文学館 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月２６日）

スポーツ振興センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月２６日）

(3) 健康福祉部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

県民健康科学大学 （注意事項）
(平成２８年１月２７日） 当該機関は平成２７年４月９日付けで一般廃棄物収集運搬業務委託契約

（単価契約）を締結した。
当該機関は当該業務に係る支出において、請求書に記載された事項の調査

を十分に行わずに支出命令を行ったため、同年６月１５日から事務監査日
（同年１１月１７日）現在までの間に４，２００円過小に支出した一方で
８，２８０円過大に支出していた。
（注意事項）

当該機関は、図書館非常勤受付業務補助業務に従事させるため、平成２７
年４月１日に臨時雇用者２名（第２種）を雇用し、事務監査日（同年１１月
１７日）現在まで継続して雇用している。

臨時雇用者の勤務時間及び勤務日数については、臨時雇用者取扱基本要領
（以下「要領」という。）で定められており、第２種臨時雇用者は１月の勤
務日数が１４日以内で１日の勤務時間が７時間４５分とされている。

当該機関は、要領と異なる勤務時間で当該臨時雇用者を雇用していた。

中部福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
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(平成２８年１月１８日）

伊勢崎保健福祉事務所 （注意事項）
(平成２８年１月１８日） 当該機関は、臨時雇用者１名（第４種、１週間の所定勤務日数５日）を平

成２７年９月１日から同年１０月３１日まで雇用した。
臨時雇用者に付与される年次有給休暇については、臨時雇用者の休暇取扱

要領で定められており、１週間の所定勤務日数が５日の者は、最初の６ヶ月
間は１ヶ月につき１日が付与される。

当該機関は、当該臨時雇用者に年次有給休暇を付与しなかったため、賃金
の支給が１１，８６０円過少であった。

安中保健福祉事務所 （注意事項）
(平成２８年２月１日） 当該機関は、地方自治法第２３８条の４第７項に基づき、行政財産の使用

許可を行い、使用料及び光熱水費等経費を調定していた。
当該機関は、食品衛生協会使用許可に係る平成２６年１０月から平成２７

年２月までの電気料２，２０８円について、平成２６年度中に調定し平成２
６年度の歳入とすべきところ、平成２７年度の歳入としていた。

東部保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２２日）

心身障害者福祉センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

中央児童相談所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２８日）

西部児童相談所 （注意事項）
(平成２８年１月２８日） 当該機関は、平成２６年１１月１７日から平成２７年１０月１９日までに

一時保護委託契約を計４０件締結した。
契約締結に係る事務処理は、委託期間開始日以前に行うことが原則である

が、当該機関は一時保護の解除決定日以降に事務処理を遡って行っていた。

東部児童相談所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２８日）

食品安全検査センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２７日）

食肉衛生検査所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

動物愛護センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

(4) 農政部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

農業技術センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１７日）

農林大学校 （注意事項）
(平成２７年１１月１７日） 当該機関が分掌している行政財産の土地に電柱１本に付帯して電気用の支

線３条が設置されていたが、このうち１条について土地の使用許可が行われ
ておらず、使用料も徴収していなかった。

行政財産をその目的等を妨げない限度において使用させる場合には、地方
自治法第２３８条の４第７項に基づき使用許可を行うこととされており、使



13

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号

用許可を行った場合には、群馬県行政財産使用料条例第２条で、行政財産を
使用する者は、使用料を納付しなければならないとされている。

また、群馬県公有財産事務取扱規則第２４条で、分掌者は、その分掌する
公有財産について、不法占用等の有無、現況と諸台帳との符合の適否などに
留意して管理することとされている。

鳥獣被害対策支援センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１７日）

浅間家畜育成牧場 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１７日）

(5) 産業経済部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

群馬産業技術センター 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１２日）

前橋産業技術専門校 （注意事項）
(平成２８年１月１４日） 当該機関は、予定価格１,４２５,６００円（税込）のエレベーター保守点

検等業務委託契約について、３者から見積書を徴する見積合わせを行い（２
者は辞退）、１,４２５,６００円（税込）の見積書を提出した者と、随意契
約により平成２６年４月１日付けで契約を締結した。

群馬県が締結する契約は、一般競争入札が原則であり、指名競争入札や随
意契約ができるのは、それぞれ地方自治法施行令で定める場合のみである。
このうち随意契約によることができる場合は、同令第１６７条の２第１項各
号及び群馬県財務規則第１８８条で規定されており、委託契約の場合、予定
価格の限度額は１００万円とされているが、当該契約はその金額を超えてい
た。

高崎産業技術専門校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１４日）

太田産業技術専門校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１４日）

(6) 北群馬渋川振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

渋川行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１８日）

渋川保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１８日）

(7) 多野藤岡振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

藤岡行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１日）
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藤岡保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１日）

(8) 甘楽富岡振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

富岡行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１日）

富岡保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１日）

(9) 吾妻振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

吾妻行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

吾妻保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

(10) 利根沼田振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

利根沼田行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２１日）

利根沼田保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２１日）

(11) 桐生みどり振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

桐生行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１５日）

桐生保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２２日）

(12) 邑楽館林振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

館林行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１５日）
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館林保健福祉事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２２日）

(13) 教育委員会

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

西部教育事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

東部教育事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

文書館 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１５日）

ぐんま天文台 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

ぐんま昆虫の森 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２２日）

妙義青少年自然の家 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１５日）

東毛青少年自然の家 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年２月１５日）

前橋高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１９日）

前橋南高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１９日）

前橋西高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１６日）

前橋女子高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１６日）

前橋東高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１９日）

前橋清陵高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１９日）

桐生南高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２７日）

桐生西高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２７日）

沼田高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２１日）

尾瀬高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２１日）
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沼田女子高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２１日）

渋川高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１６日）

渋川女子高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月１６日）

藤岡北高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

藤岡工業高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

富岡実業高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１２日）

松井田高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１２日）

安中総合学園高等学校 （注意事項）
(平成２８年１月１２日） 群馬県において語学指導を行う平成２４年４月以降に来日し任用された外

国語指導助手の報酬月額は、平成２６年度招致外国青年の勤務に関する取扱
要綱第８条第１項第２号により定められている。

当該機関は、平成２６年８月３日に来日し、同月４日から平成２７年８月
３日まで、及び同月４日から平成２８年８月３日まで任用した外国語指導助
手について、報酬月額を誤ったため、平成２６年８月分から平成２７年１０
月分までについて、報酬計９２，０２４円を過大に支給していた。また、こ
れに伴い、報酬から控除する所得税及び雇用保険料を過大に徴収していた。

大間々高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２７日）

玉村高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

館林商工高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２４日）

西邑楽高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２４日）

大泉高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２４日）

あさひ特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２８日）

太田高等特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２８日）

藤岡特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１４日）

富岡特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１４日）

渡良瀬特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月２８日）
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吾妻特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１４日）

(14) 警察本部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

前橋警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

高崎警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１７日）

富岡警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２８年１月１９日）

伊勢崎警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月９日）

館林警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１２月２４日）

渋川警察署 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
(平成２７年１１月２６日）

◎監査公表第３号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第５項の規定により実施した随時監査の結果を次

のとおり公表する。

平成２８年３月１日

群馬県監査委員 横 田 秀 治

同 丸 山 幸 男

同 久保田 順一郎

同 狩 野 浩 志

１ 監査の対象及び主眼 県の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、法令等の趣旨にのっとって

適正に行われているか、最少の経費で最大の効果が挙がるよう事務運営がなされているか並びに組織及び運営の

合理化に努めているかを主眼に監査を実施した。

２ 監査対象年度 平成２７年度

３ 監査対象機関 地域機関等８機関

４ 監査結果の概要

(1) 指摘事項（適正を欠くと認められ、改善を要するもの） なし

(2) 注意事項（軽易な誤りがあり、改善を要するもの） なし

(3) 検討事項（事務の効率化等の面から検討を要するもの） なし

５ 機関別監査結果



18

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号

(1) 健康福祉部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

西部児童相談所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１０月５日)

(2) 産業経済部

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

太田産業技術専門校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年９月２５日)

(3) 北群馬渋川振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

渋川行政県税事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１０月２日)

(4) 甘楽富岡振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

富岡土木事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１２月２１日)

(5) 利根沼田振興局

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

沼田土木事務所 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１２月１６日)

(6) 教育委員会

監査対象機関
監査の結果(監査年月日)

伊勢崎高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１０月２６日)

太田工業高等学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１０月９日)

二葉特別支援学校 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。
（平成２７年１１月１８日)
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◎監査公表第４号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項の規定により実施した財政的援助団体等に係る監査の

結果を次のとおり公表する。

平成２８年３月１日

群馬県監査委員 横 田 秀 治

同 丸 山 幸 男

同 久保田 順一郎

同 狩 野 浩 志

１ 監査の対象及び主眼 財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が適正に行われているか等を主眼として監

査を実施した。

２ 監査対象年度 平成２６年度

３ 監査対象団体 ３６団体

４ 監査結果の概要

(1) 指摘事項（適正を欠くと認められ、改善を要するもの） １件

(2) 注意事項（軽易な誤りがあり、改善を要するもの） １件

(3) 検討事項（事務の効率化等の面から検討を要するもの） なし

５ 団体別監査結果

監査対象団体 一般社団法人群馬県猟友会

監査年月日 平成２７年９月１１日

監査対象とした 環境森林部
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・群馬県クレー射撃場 指定管理料 ４，７２１，０００円

監査の結果 （指摘事項）
当該機関は、指定管理者として、群馬県クレー射撃場の管理及び運営に関する基本協定

書第５条の規定に基づき群馬県クレー射撃場（以下「射撃場」という。）の使用の承認等
に関する業務及び射場使用料（以下「使用料」という。）の収納の事務等を行っている。

射撃場を使用しようとする者は、群馬県クレー射撃場の設置及び管理に関する条例（以
下「条例」という。）第８条の規定により指定管理者の承認を得なければならないとさ
れ、承認を得ようとする者（以下「申請者」という。）は、群馬県クレー射撃場の設置及
び管理に関する条例施行規則（以下「規則」という。）第３条の規定により群馬県クレー
射撃場射場使用承認申請書を指定管理者に提出しなければならないとされている。

なお、射撃場の使用の承認は、規則第４条の規定により群馬県クレー射撃場射場使用承
認書を申請者に交付することにより行うものとされている。

また、使用料は、条例第１３条第２項の規定により前納とするとされている。
当該機関は射撃場の使用の承認にあたり、規則にのっとった処理をしておらず、使用料

も後納としていた。
（注意事項）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１２条第６項、廃棄物の処理及び清掃に関する法
律施行令第６条の２第４号及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の４の
２により、事業者が産業廃棄物を運搬又は処分をする場合の委託契約は、書面により行
い、契約の有効期間や支払う料金等の必要事項を記載するものとされている。

当該団体は、産業廃棄物処分委託について、契約書の有効期限が切れているにもかかわ
らず、業務を委託しているとともに、根拠が不明な単価により支出していた。

また、処分費用について、運搬業務委託契約の相手方に運搬費用と合算して支出してい
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た。

監査対象団体 株式会社ぐんまフラワー管理

監査年月日 平成２７年９月１１日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・ぐんまフラワーパーク 指定管理料 １６４，５７１，４２９円

（利用料金制）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県生活衛生営業指導センター

監査年月日 平成２７年９月１５日

監査対象とした 健康福祉部

財政的援助等の (1) 県出捐金 ２，３００，０００円（県出資比率 ４６．０％）
えん

内容 (2) 補助金 １７，５２１，９２６円
・群馬県生活衛生関係営業対策事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 社会福祉法人藤岡市社会福祉協議会

監査年月日 平成２７年９月１５日

監査対象とした 健康福祉部
財政的援助等の (1) 補助金 ７２，４００，０００円
内容 ・群馬県障害福祉関係社会福祉施設等施設整備費県費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 群馬県農業協同組合中央会

監査年月日 平成２７年９月１５日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 補助金 ５，１３８，０００円
内容 ・群馬県農協経営健全化促進対策事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 わたらせ渓谷鐵道株式会社

監査年月日 平成２７年９月１６日

監査対象とした 県土整備部
財政的援助等の (1) 補助金 ８３，５２７，０００円
内容 ・群馬県鉄道輸送対策事業費補助金

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号
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監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 武尊山観光開発株式会社

監査年月日 平成２７年９月１７日

監査対象とした 産業経済部
財政的援助等の (1) 県出資金 １１９，０００，０００円（県出資比率 ３１．３％）
内容 (2) 公の施設の管理（指定管理）

・宝台樹キャンプ場・宝台樹スキー場 指定管理料 ７，４２２，０００円
・武尊牧場スキー場 指定管理料 ３，３９０，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 学校法人如意輪学園

監査年月日 平成２７年９月２９日

監査対象とした 総務部
財政的援助等の (1) 補助金 １８，７７８，０００円
内容 ・群馬県私立学校教育振興費補助金

・群馬県私立幼稚園預かり保育推進事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 日本赤十字社群馬県支部

監査年月日 平成２７年９月２９日

監査対象とした 健康福祉部
財政的援助等の (1) 補助金 ４３９，３７４，０００円
内容 ・群馬県救急医療施設運営費等補助金

（救急救命センター運営事業、ドクターヘリ導入推進事業、救急患者退院コーディ
ネーター事業）

・群馬県ドクターヘリ運航事業費補助金
・群馬県災害拠点病院施設整備及び設備整備費補助金
・群馬県災害医療対策事業費補助金
・群馬県地域周産期母子医療センター運営事業費補助金
・病院内保育所運営費に対する補助金
・群馬県地域医療介護総合確保基金事業費補助金

（新人看護研修事業、認定看護師研修支援事業）
(2) 負担金及び交付金 ３，７３４，４７３円

・第２６回群馬ＩＣＬＳ負担金
・第２７回群馬ＩＣＬＳ負担金
・群馬県災害医療研修会負担金
・群馬県救急医療告示機関等に対する交付金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 みかぼパークマネジメントＪＶ

監査年月日 平成２７年９月３０日

監査対象とした 環境森林部

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号
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財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・みかぼ森林公園 指定管理料 ５，７７５，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益社団法人群馬県青果物生産出荷安定基金協会

監査年月日 平成２７年１０月１日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 県出資金 １５，０００，０００円（県出資比率 ５０．８％）
内容 (2) 補助金 １６０，６７９，９７５円

・群馬県蚕糸園芸振興事業補助金
（指定野菜価格安定対策事業及び契約指定野菜安定供給事業資金造成費補助、県青
果物生産出荷安定資金造成費補助、特定野菜等供給産地育成価格差補給事業資金造
成費補助、価格差補給事業推進費補助）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 日本空港コンサルタンツ・大成有楽不動産連合体

監査年月日 平成２７年１０月１日

監査対象とした 県土整備部
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・群馬ヘリポート 指定管理料 ２４，７９６，８００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 宗教法人一之宮貫前神社

監査年月日 平成２７年１０月２日

監査対象とした 教育委員会
財政的援助等の (1) 補助金 ６，７７４，０００円
内容 ・群馬県文化財保存事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県暴力追放運動推進センター

監査年月日 平成２７年１０月２日

監査対象とした 警察本部
財政的援助等の (1) 県出捐金 ５１２，２７５，０００円（県出資比率 ８２．１％）
内容 (2) 補助金 ４，５００，０００円

・群馬県暴力追放運動推進センター補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 群馬県ライフル射撃協会

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号
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監査年月日 平成２７年１０月６日

監査対象とした 生活文化スポーツ部
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・群馬県ライフル射撃場 指定管理料 １，８７７，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人長寿社会づくり財団

監査年月日 平成２７年１０月６日

監査対象とした 健康福祉部、産業経済部
財政的援助等の (1) 県出捐金 １００，０００，０００円（県出資比率 ６６．７％）
内容 (2) 補助金 ９０，２２６，５２２円

・公益財団法人群馬県長寿社会づくり財団県費補助金
・群馬県シルバー人材センター連合事業費補助金
・群馬県高年齢者就業機会確保事業補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 社会福祉法人三吉

監査年月日 平成２７年１０月６日

監査対象とした 健康福祉部
財政的援助等の (1) 補助金 １０，９５２，０００円
内容 ・群馬県保育士養成所費補助金

・群馬県進路選択学生等支援事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県スポーツ協会

監査年月日 平成２７年１０月７日

監査対象とした 生活文化スポーツ部、企業局
財政的援助等の (1) 県出捐金 ５０２，７００，０００円（県出資比率 ６８．６％）
内容 (2) 補助金 ３６９，３４０，９３２円

・群馬県スポーツ振興費補助金
(3) 公の施設の管理（指定管理）

・群馬県総合スポーツセンター 指定管理料 ２２７，３１５，０００円
（利用料金制）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 群馬県職業能力開発協会

監査年月日 平成２７年１０月７日

監査対象とした 産業経済部
財政的援助等の (1) 補助金 ２３，３５０，０００円
内容 ・群馬県職業能力開発協会補助金

・技能五輪全国大会等出場選手強化補助金

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号
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監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県私学振興会

監査年月日 平成２７年１０月８日

監査対象とした 総務部
財政的援助等の (1) 県出捐金 １００，０００，０００円（県出資比率 ４２．３％）
内容 (2) 補助金 １８１，９１９，３２４円

・群馬県私立学校教職員退職金資金等補助金
・群馬県私学団体研修事業費等補助金
・群馬県私立学校等施設・設備資金利子補給事業補助金

(3) 貸付金
新規貸付 ９０，０００，０００円
残高 ０円
・群馬県私学経営安定資金貸付金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 わたらせ森林組合

監査年月日 平成２７年１０月８日

監査対象とした 環境森林部、桐生みどり振興局
財政的援助等の (1) 補助金 ７３，８８４，８７１円
内容 ・群馬県民有林造林事業補助金

・群馬県間伐総合対策事業補助金
（緊急間伐促進対策事業）

・群馬県森林境界明確化基金事業補助金
・群馬県森林獣害防止等対策事業補助金
・群馬県森林獣害被害木処理支援事業補助金
・群馬県林業再生緊急路網整備事業補助金
・群馬県森林・林業人材育成加速化事業補助金
・群馬県林業・木材産業再生緊急対策事業補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人桐生地域地場産業振興センター

監査年月日 平成２７年１０月８日

監査対象とした 産業経済部
財政的援助等の (1) 県出捐金 １０，０００，０００円（県出資比率 ３９．８％）
内容 (2) 補助金 ３，３００，０００円

・群馬県地場産業総合振興対策事業補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 社会福祉法人幹の会

監査年月日 平成２７年１０月９日

監査対象とした 健康福祉部
財政的援助等の (1) 補助金 ２９５，９３１，６１７円

平成２８年３月１日（火） 群 馬 県 報 第９３７８号
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内容 ・群馬県老人福祉施設等施設整備事業費県費補助金
・群馬県介護基盤等整備事業費補助金
・群馬県軽費老人ホーム利用料補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 伊勢崎商工会議所

監査年月日 平成２７年１０月９日

監査対象とした 産業経済部
財政的援助等の (1) 補助金 ４０，５６０，５８８円
内容 ・群馬県小規模事業経営支援事業費補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 群馬県土地改良事業団体連合会

監査年月日 平成２７年１０月１４日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 補助金 １８２，９２２，０００円
内容 ・群馬県土地改良施設維持管理適正化事業補助金

・群馬県土地改良事業等補助金
（水土総合強化推進事業）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 ＮＰＯ法人ＫＦＰ友の会

監査年月日 平成２７年１０月１４日

監査対象とした 県土整備部
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・観音山ファミリーパーク 指定管理料 ５８，３２０，０００円

（利用料金制）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 学校法人平方学園

監査年月日 平成２７年１０月１５日

監査対象とした 総務部
財政的援助等の (1) 補助金 ４３３，６１３，３１２円
内容 ・群馬県私立学校教育振興費補助金

・群馬県私立高等学校等入学金減免事業補助金
・群馬県高等学校等就学支援金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 一般財団法人高崎市都市整備公社
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監査年月日 平成２７年１０月１５日

監査対象とした 企業局
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・ウエストパーク１０００ 指定管理料 ３７，１５０，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県観光物産国際協会

監査年月日 平成２７年１０月１６日

監査対象とした 生活文化スポーツ部、健康福祉部、産業経済部、企業局
財政的援助等の (1) 県出資金及び出捐金 ８６４，０００，０００円（県出資比率 ８８．７％）
内容 (2) 補助金 ４４，７８５，０６５円

・群馬県観光物産国際協会運営費補助金
・群馬県多言語インフォメーションセンター運営事業費補助金
・群馬県国保未払医療費対策事業補助金

(3) 負担金 １９，３９８，０００円
・群馬県観光物産国際協会事業負担金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 スバルリビングサービス株式会社群馬事業所

監査年月日 平成２７年１０月１６日

監査対象とした 企業局
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・上武ゴルフ場 指定管理料 ０円

（利用料金制）
企業局への納付金 ８７，４８０，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県蚕糸振興協会

監査年月日 平成２７年１１月５日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 県出捐金 ６６２，５００，０００円（県出資比率 ５３．７％）
内容 (2) 公の施設の管理（指定管理）

・群馬県立日本絹の里 指定管理料 ９５，７６０，０００円
（利用料金制）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県馬事公苑

監査年月日 平成２７年１１月５日

監査対象とした 農政部
財政的援助等の (1) 県出捐金 ２００，０００，０００円（県出資比率 １００．０％）
内容 (2) 公の施設の管理（指定管理）
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・群馬県馬事公苑 指定管理料 １７，４８５，７１５円
（利用料金制）

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 株式会社三商

監査年月日 平成２７年１１月５日

監査対象とした 企業局
財政的援助等の (1) 公の施設の管理（指定管理）
内容 ・玉村ゴルフ場 指定管理料 ０円

（利用料金制）
企業局への納付金 １８７，９２０，０００円

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県産業支援機構

監査年月日 平成２７年１１月９日

監査対象とした 産業経済部、県土整備部
財政的援助等の (1) 県出捐金 ９１３，０５０，０００円（県出資比率 ８５．９％）
内容 (2) 補助金 １７９，４１６，７２９円

・公益財団法人群馬県産業支援機構事業支援費補助金
・群馬県中小企業経営資源強化対策事業費等補助金

（海外展開支援事業、小規模企業者等設備資金貸付事業、環境・エネルギー技術推
進事業、下請中小企業取引情報提供等事業、中小企業経営資源強化対策事業）

・群馬県八ッ場ダム地域生活再建推進事業経営相談事業費補助金
(3) 損失補償

実行額 ０円
残高 １９，０２４，１００円
・群馬県小規模企業者等設備導入資金貸付金に係る損失補償

(4) 貸付金
新規貸付 ０円
残高 ６２，３５８，０００円
・群馬県小規模企業者等設備導入資金貸付金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県防犯協会

監査年月日 平成２７年１１月９日

監査対象とした 警察本部
財政的援助等の (1) 県出捐金 ８４，１６０，０００円（県出資比率 ９４．０％）
内容 (2) 補助金 ３，９００，０００円

・群馬県防犯協会活動補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

監査対象団体 公益財団法人群馬県教育文化事業団

監査年月日 平成２７年１１月１９日
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監査対象とした 生活文化スポーツ部、教育委員会
財政的援助等の (1) 県出捐金 ２６１，１００，０００円（県出資比率 ９９．８％）
内容 (2) 補助金 １２０，９８７，９４４円

・群馬県教育文化事業団運営費補助金
・高等学校等奨励金貸与事業の貸付資金に係る補助金
・高等学校等奨学金貸与事業の運営費に係る補助金

監査の結果 指摘事項、注意事項及び検討事項に該当するものはなかった。

◎監査公表第５号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、群馬県知事等から講じた措置につい

て通知があったので、次のとおり公表する。

平成２８年３月１日

群馬県監査委員 横 田 秀 治

同 丸 山 幸 男

同 久保田 順一郎

同 狩 野 浩 志

監 査 対 象 機 関 勢多農林高等学校

監査結果の公表年月日 平成２７年７月３日（群馬県報第９３１２号）監査公表第１１号

監 査 の 結 果 （注意事項）
当該機関は、平成２６年１０月１７日に臨時雇用者１名（第４種、１週間の勤務

日数５日）を新規に雇用し、平成２７年１月１３日まで雇用した。
県立学校の臨時雇用者に付与される年次有給休暇については、県立学校臨時雇用

者の休暇取扱要領で定められており、１週間の所定勤務日数が５日の者は、継続勤
務期間が６ヶ月未満の間は１ヶ月について１日付与されるものとされている。
当該機関は、年次有給休暇を付与するに当たり、雇用期間の算定を誤ったため、

賃金を１２，６２０円過大に支給していた。

講 じ た 措 置 過大に支給した臨時雇用者の賃金については、平成２７年３月９日に戻入手続を
行い同月１６日に受入処理をした。
今後は、再発防止に向けて、県立学校臨時雇用者取扱基本要領及び県立学校臨時

雇用者の休暇取扱要領の研修を行い、共通理解を得ることにより、チェック機能の
充実を図り再発防止に努めていくこととした。

監 査 対 象 機 関 藤岡北高等学校

監査結果の公表年月日 平成２７年７月３日（群馬県報第９３１２号）監査公表第１１号

監 査 の 結 果 （注意事項）
当該機関は、分掌する教育財産である施設に自動販売機を設置する者との間で、

県有財産賃貸借契約を締結した。自動販売機の設置者は、当該契約書第８条に基づ
き、県の発行する納入通知書により、納期限までに電気料を支払うものとされてい
る。
歳入の会計年度所属区分は、地方自治法施行令第１４２条第１項第２号により、

随時の収入で納入通知書を発するものは、当該納入通知書を発した日の属する年度
とされている。
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当該機関は、平成２６年３月分の電気料１１，２８２円について、同年４月７日
に調定し納入通知書を発行したため平成２６年度の歳入とすべきところ、平成２５
年度の歳入としていた。

講 じ た 措 置 再発防止に向けて、歳入の会計年度に係る関係法令等の周知徹底を行うととも
に、チェック体制を強化することとした。

監 査 対 象 機 関 榛名養護学校

監査結果の公表年月日 平成２７年７月３日（群馬県報第９３１２号）監査公表第１１号

監 査 の 結 果 （注意事項）
臨時雇用者に付与される夏季休暇の日数は、県立学校臨時雇用者の休暇取扱要領

で定められており、１週間の所定勤務日数が４日以上の者で、７月から９月までの
間に在籍する者に対しては、７月、８月、９月にそれぞれ１日及び７月から９月ま
での間に１日が付与されることになっている。
当該機関は、学校給食と寄宿舎食事の調理、配膳等に従事させるため、平成２６

年５月８日に臨時雇用者（４種、１週間の所定勤務日数５日）を新規に雇用し、ま
た、同年８月８日及び同月２６日に継続雇用をしているが、夏季休暇の付与及び取
得に誤りがあり、平成２６年８月分の賃金を１２，６２０円過大に支給していた。

講 じ た 措 置 過大に支給した臨時雇用者の賃金については、平成２７年８月２８日に調定を行
い同月３１日に受入処理をした。
今後は、再発防止のため、県立学校臨時雇用者の休暇取扱要領等の確認を徹底す

るとともに、所属内でのチェック体制を強化し、適正な事務処理を行うこととし
た。

監 査 対 象 機 関 太田土木事務所

監査結果の公表年月日 平成２７年８月２１日（群馬県報第９３２６号）監査公表第１３号

監 査 の 結 果 （注意事項）
当該機関は、建築基準法第６条第１項及び群馬県建築基準法施行条例第２条の２

に基づき、手数料分の群馬県証紙が貼付された申請書の提出を受けている。
群馬県収入証紙条例施行規則第５条において、証紙を貼り付けた申請書の提出が

あったときは、証紙に消印を押し、歳入科目ごとに区分して証紙消印実績簿に記載
することと規定されているが、平成２６年６月２６日分として証紙消印実績簿に記
載された金額は、当該機関が同日に提出を受けた申請書において消印した証紙の金
額と一致していなかった。
また、同規則第１５条第２項で、証紙消印実績簿に基づいて歳入の調定をすると

ともに証紙収入振替依頼書を作成し、会計課長に送付することになっているが、こ
れらを、誤った証紙消印実績簿に基づいて行ったため、１３，０００円が事務監査
日（平成２７年６月３日）現在までに、県の一般会計の歳入になっていなかった。

講 じ た 措 置 歳入となっていなかった１３，０００円については、平成２７年７月３日付けで
会計局会計課長に報告し、県の一般会計の歳入とした。
再発防止のため、複数の職員が申請受付・消印時に件数及び金額を十分チェック

するとともに、証紙消印実績報告時には、担当係長が再確認を行うこととし、チェ
ック体制の強化を図った。

監 査 対 象 機 関 利根沼田環境森林事務所

監査結果の公表年月日 平成２７年８月２１日（群馬県報第９３２６号）監査公表第１３号

監 査 の 結 果 （注意事項）
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群馬県文書管理規程第３９条第１項で完結文書の保存期間は、長期（３０年）、
１０年、５年、３年、２年又は１年とされ、文書主務課・所長が、別表第２に掲げ
る基準により文書ファイル基準表のファイル基準ごとに定めるとされている。ま
た、同規程第４９条で保存期間が満了したものは、廃棄するものとされている。
当該機関では、平成２７年５月時点で、平成２６年度に発生した保存期間５年と

されている文書１件が保存されていなかった。

講 じ た 措 置 確実に文書が保存されるように、文書整理時には、誤って廃棄しないように複数
人での確認を行うとともに、業務において一時的に保管場所から持ち出す場合は、
用件が終了次第、速やかに保管場所に戻すことを徹底し、再発防止に努める。

監 査 対 象 機 関 学事法制課

監査結果の公表年月日 平成２７年９月２９日（群馬県報第９３３７号）監査公表第１５号

監 査 の 結 果 （注意事項）
当該機関は、群馬県私学団体研修事業費等補助金交付要綱に基づき、同補助金

を、平成２６年７月３０日付けで交付決定し、平成２７年５月１２日付けで補助金
の額の確定をしたが、補助対象経費の中に、交付決定前に執行した事業経費が含ま
れていた。

講 じ た 措 置 今後、交付決定等を行うに当たっては、補助対象経費の中に交付決定前の事業経
費が含まれることがないよう補助対象事業の内容の審査をより慎重に行うととも
に、交付決定等の時期や補助対象とする事業の見直し等を行い、適正に事務処理を
行うことを徹底した。
また、再発防止のため、複数の職員が相互に確認するなど、所属内のチェック体

制を強化することとした。

監 査 対 象 機 関 県民生活課

監査結果の公表年月日 平成２７年９月２９日（群馬県報第９３３７号）監査公表第１５号

監 査 の 結 果 （注意事項）
平成２７年６月１６日に鍵付きのロッカー内を確認した際、「消耗品出納整理カ

ード」に記載されていないテレホンカード５１枚（５０度数５０枚、１０５度数１
枚）を発見し、当該機関が所有するものと確認した。
群馬県財務規則第２１３条第１項で、物品管理者は、物品を受領し、若しくは払

い出し、又は第２１５条に規定する分類換をしたときは、備品については備品管理
台帳に、消耗品については消耗品出納整理カードに記録しておかなければならない
とされているが、当該機関は、平成２７年度以前に当該テレホンカードを受け入れ
た際に、消耗品出納整理カードに記録していなかった。

講 じ た 措 置 当該テレホンカードについて、監査終了後、速やかに消耗品出納整理カードへの
登録を行った。
また、今後において同様の事例が生じないよう、関係例規の遵守について周知徹

底を行い、適切な消耗品の管理に努めることとした。

監 査 対 象 機 関 介護高齢課

監査結果の公表年月日 平成２７年９月２９日（群馬県報第９３３７号）監査公表第１５号

監 査 の 結 果 （注意事項）
群馬県財務規則（以下「規則」という。）第９５条第１項で、資金前渡職員は、

前渡金に係る用件終了後５日以内に、前渡金精算書を作成して証拠書類を添え、支
出命令者の確認を受けなければならないとされている。
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また、公共料金等を自動口座振替の方法で支払う場合の事務に関しては、規則及
び群馬県公共料金等自動口座振替事務取扱要綱（以下「要綱」という。）に必要事
項が定められている。
前渡金の支出については、精算の手続が必要となり、要綱第９条で、自動口座振

替に係る前渡金の精算は、残金がない場合は、料金の支払から１月以内に料金の支
払に係る記帳がなされた資金前渡職員口座の通帳を支出命令者に提示し、支出命令
者は、当該前渡金に係る支出回議書余白に確認日を記入し、押印することとされて
いる。
当該機関は、前渡金の精算について次のような誤りがあった。

(1) 平成２６年４月３０日に資金前渡職員に支出した役務費１１３，３３０円につ
いて、規則で規定する前渡金精算書の作成及び支出命令者の確認が行われていな
かった。

(2) 平成２６年５月２８日、同年１０月１６日及び同年１１月１２日に資金前渡職
員に支出した役務費等計１０，７７２円について、規則で規定する前渡金精算書
の作成及び支出命令者の確認が最大で３０２日遅延していた。

(3) 資金前渡職員口座の通帳の記帳を平成２６年９月１日に行った後、平成２７年
４月３日まで行っておらず、この間に自動口座振替を行った前渡金計２１件、
１，５０６，６３８円について、精算手続を行っていなかった。

講 じ た 措 置 再発防止のため、群馬県財務規則及び群馬県公共料金等自動口座振替事務取扱要
綱に基づく前渡金の精算に係る事務について、確実かつ遅滞なく行うよう、職員に
周知徹底を図った。

監 査 対 象 機 関 技術支援課

監査結果の公表年月日 平成２７年９月２９日（群馬県報第９３３７号）監査公表第１５号

監 査 の 結 果 （注意事項）
当該機関は、事務補助に従事させるため、臨時雇用者１名（３種、１週間の所定

勤務日数４日）を平成２４年４月１日から平成２６年８月３１日まで雇用した。
臨時雇用者に付与される年次有給休暇については、臨時雇用者の休暇取扱要領で

定められており、１週間の所定勤務日数が４日の者は、最初の６ヶ月間は１ヶ月に
つき１日、６ヶ月継続勤務した場合は１ヶ年につき１２日、１年６ヶ月継続勤務し
た場合は１ヶ年につき１２日、２年６ヶ月継続勤務した場合は１ヶ年につき１３日
付与される。
当該機関は、当該臨時雇用者の年次有給休暇を付与するに当たり、付与日数を誤

ったために、賃金の支給が５２，９７５円過大であった。

講 じ た 措 置 再発防止を図るため、臨時雇用者の雇用及び賃金の支給に当たっては、雇用通知
書に記載する年次有給休暇の付与期間及び日数を複数の職員で確認照合するととも
に、出勤簿、休暇簿等の確認を徹底することとし、繰越日数及び付与日数の誤りの
防止を図り、臨時雇用者取扱基本要領や臨時雇用者の休暇取扱要領等に基づく適正
な事務処理を行うこととした。

◎監査公表第６号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、第８回（平成２５～２６年度）工事

に係る行政監査の結果に基づき、群馬県知事等から講じた措置について通知があったので、次のとおり公表する。

平成２８年３月１日

群馬県監査委員 横 田 秀 治

同 丸 山 幸 男
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同 久保田 順一郎

同 狩 野 浩 志

第１ 監査の結果の報告

第８回（平成２５～２６年度）工事に係る行政監査の結果については、平成２７年３月２４日に群馬県知事

等に報告（平成２７年３月２７日付け群馬県報号外第４号で公表）した。

第２ 監査のテーマ

業務委託の変更契約について

第３ 講じた措置

監 査 対 象 機 関 環境森林部

監 査 の 結 果 第３ 監査の結果及び意見
（ 報 告 書 抜 粋 ） ３ 個別監査結果

(2) 個別監査の結果及び意見
ア 当初発注の正確性

（調査結果の概要）
実地調査を行った結果、業務委託の作業内容量に比して履行期間が短い

ものが確認され、その結果、大幅な期間延期を行っているものが、２件見
受けられた。

（検討を要する事項）
業務内容と合わせ、履行期間は競争入札に関わる重要な要件であり、入

札参加の判断や入札金額に大きな影響を与えるものであるため、現場条件
を反映したより正確な設計に基づく発注が行われるよう要望する。

講 じ た 措 置 当初発注の正確性を確保するため、森林土木係長会議の開催等により、業務内容
に必要な委託期間の確保、審査者による委託期間の妥当性審査の周知徹底を図っ
た。

監 査 の 結 果 第３ 監査の結果及び意見
（ 報 告 書 抜 粋 ） ３ 個別監査結果

(2) 個別監査の結果及び意見
イ 設計変更の妥当性

（調査結果の概要）
実地調査を行った結果、変更契約とする理由書の記載が不明瞭なもの

が、１件見受けられた。
（検討を要する事項）

設計変更理由書において、変更契約とする具体的な内容、経緯等が不明
確であるものが見受けられたため、設計変更の取扱いの明確化について検
討を行うことを要望する。

講 じ た 措 置 設計変更の取扱いについては、現行要領等の遵守を継続していく。設計変更理由
については、森林土木係長会議を開催し、理由を簡潔・明瞭に記載するよう、周知
徹底を図った。

監 査 対 象 機 関 農政部

監 査 の 結 果 第３ 監査の結果及び意見
（ 報 告 書 抜 粋 ） ３ 個別監査結果

(2) 個別監査の結果及び意見
ア 当初発注の正確性

（調査結果の概要）
実地調査を行った結果、業務委託の作業内容量に比して履行期間が短い

ものが確認され、その結果、大幅な期間延期を行っているものが、１件見
受けられた。
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（検討を要する事項）
業務内容と合わせ、履行期間は競争入札に関わる重要な要件であり、入

札参加の判断や入札金額に大きな影響を与えるものであるため、現場条件
を反映したより正確な設計に基づく発注が行われるよう要望する。

講 じ た 措 置 発注業務内容を精査のうえ、発注時期を検討し、必要な業務委託期間を確保する
よう、課長センター長会議や担当者会議等において周知徹底をした。また、巡回指
導等においても担当職員への指導徹底を図るとともに審査者による委託期間の妥当
性の審査を行うよう周知した。

監 査 対 象 機 関 県土整備部

監 査 の 結 果 第３ 監査の結果及び意見
（ 報 告 書 抜 粋 ） ３ 個別監査結果

(2) 個別監査の結果及び意見
ア 当初発注の正確性

（調査結果の概要）
実地調査を行った結果、業務委託の作業内容量に比して履行期間が短い

もの、関係者との協議調整に見込む期間が不足するもの及び発注の時期や
設計の精度に問題があるものが確認され、その結果、大幅な期間延期や増
額の変更契約を行っているものが、合わせて２７件見受けられた。

（検討を要する事項）
業務内容と合わせ、履行期間は競争入札に関わる重要な要件であり、入

札参加の判断や入札金額に大きな影響を与えるものであるため、現場条件
を反映したより正確な設計に基づく発注が行われるよう要望する。

講 じ た 措 置 現場条件を反映したより正確な設計に基づく発注が行われるよう、起工設計書の
精査や適正な履行期間の設定及び審査時のチェックを行うことなど、業務委託にお
ける設計書作成の留意点をまとめ、関係所属に周知した。

監 査 の 結 果 第３ 監査の結果及び意見
（ 報 告 書 抜 粋 ） ３ 個別監査結果

(2) 個別監査の結果及び意見
イ 設計変更の妥当性

（調査結果の概要）
実地調査を行った結果、変更契約で追加している業務が、当初契約と別

路線若しくは別箇所の業務である、別業種の業務である、又は、当初契約
の業務を別業務に変更しているといった契約が見受けられた。また、別途
分離発注が可能と思われるが、変更契約により大幅な増額契約を行ってい
るもの等が、合わせて１８件見受けられた。

（検討を要する事項）
透明性を確保し、公平な契約とするため、安易に別路線、別箇所等の追

加や、一定の範囲を超えた大幅な金額の増減を行うことがないよう、業務
委託おける設計変更の取扱いの明確化について検討を行うことを要望す
る。

講 じ た 措 置 業務委託について、一定の割合を超えた増額となる場合は原則として別途契約を
行うことなど、新たに設計変更の取扱いを定め、関係所属に周知した。

毎週火､金曜日発行
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